
※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）
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１ ○ D-19-1 市街地液状化対策事業 中町・新町 浦安市
23年度に収集した基礎資料をもとに、事業化に向けた事業手法や施工方法の検討を進める。
また、被災した住宅地の住民との意見交換を進め、事業を実施する可能性のある地区の検討を進める。

1/2 60,000 60,000 45,000

２ ○ ◆D-19-1-1
既存建築物耐震改修啓
発・傾斜復旧等相談事業

中町・新町 浦安市
液状化により傾斜した家屋の復旧に関する相談や建替えの際の地盤の補強、改良工法について、専門家
による相談を行う。
毎月１回の定例の相談会、市の行事に相乗りした相談会、出張相談会を年間を通して複数回開催する。 4/5 2,548 2,548 2,038

合計額 62,548 62,548 47,038

担当者氏名

メールアドレス

（注）「事業番号」は、基幹事業については、「（制度要綱別表の番号）-（同一事業計画中の同種の事業の通し番号）」、効果促進事業等については、「◆（最も関連する基幹事業の事業番号）－（最も関連する基幹事業ごとの通し番号）」となるよう記載する。

（注）「事業名」は実施する事業の内容がわかるように任意の名称を記載する。

（注）「基本国費率」は、各交付担当大臣が定める交付要綱に規定される国費率を指す。（制度要綱第２の１の(３）におけるｂと同様）

（注）「年度間調整額（国費）（e）」は前年度に制度要綱第１の７の④に該当し、様式３を提出した場合に、または事業の進捗に遅れが生じ基金残高がある場合に、様式３の翌年度交付額調整額を記載する。

（注）基金を造成して復興交付金事業等を実施する場合には、（＊）の(b)欄には、当該年度に実施する事業の事業費を、（c）欄には事業費のうち特定市町村又は特定都道県以外の者が負担する額を減じた額を、（d）欄には基金からの取崩額を記載する。

（様式１－４①）

浦安市復興交付金事業計画 平成24年度 復興交付金事業等（浦安市交付分）
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備 考

市町村名 浦安市 電話番号 047-351-1111 内線1919

都道県名 千葉県 担当部局名 都市整備部 復旧事業プロジェクト


